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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  教育委員会   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

   

 

60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 

２．学校施設 

(7)学校施設に関する監査の結果 

① 維持管理方針の決定 

学校施設のライフサイクルコストの削減、長寿

命化に向けた基本方針として、維持管理方針の策

定が必要である。現在行われている学校施設の維

持管理は、計画的なものとはいえず、主に安全性

の観点から不具合の箇所に対応するといった対症

療法的な手法で行われている。今後、学校施設の

老朽化が進むことを考えると、現在の対症療法的

な手法から、ライフサイクルコストの削減や長寿

命化も意図した予防保全的な手法に、考え方を転

換する必要がある。そのためにも、新たに、ライ

フサイクルコストの削減や長寿命化の実施方針と

なる維持管理方針の策定が必要である。 

 

 

② 維持管理計画の策定 

維持管理方針の実現に向け、維持管理計画の策

定が必要となる。維持管理計画では、具体的な維

持管理に関する中長期計画、年度計画の策定が必

要となる。 

このように学校施設の長寿命化を図るために

は、実施時期など、どのように大規模修繕を行っ

ていくのかを中長期計画では示す必要がある。ま

た、中長期計画では、通常修繕についても、その

概要を計画化して示す必要がある。さらに、中長

期計画は、学校施設毎に、改築（建替え）、大規

模改造、大規模修繕及び通常修繕に係る全ての費

用を含んだライフサイクルコストの縮減を検討し

たうえで策定する必要がある。 

次に、年度計画では、中長期計画に基づき、各年

度の大規模修繕計画や通常修繕の計画が示されるこ

とになる。通常修繕の計画では、予防保全的な観点

から点検を実施し、点検結果に基づいた修繕計画を

示す必要がある。 

 

 

全庁的な施設管理方針に基づく

とともに，学校施設のライフサイ

クルコストの削減や長寿命化の実

施方針となる維持管理方針の策定

に向けて検討してまいります。 

（教育委員会総務課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①における方針策定とともに，中

長期計画，年度計画を盛り込んだ維

持管理計画の策定に向けて検討して

まいります。 

（教育委員会総務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                              部局等名   教育委員会   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

  61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61 

③ 維持管理体制の充実 

アセットマネジメントの観点から施設管理を行

っていくためには、教育委員会だけではなく、財

政課、建築住宅課など関連他部署とも協力し、全

庁的に取り組むことが必要である。 

これまでは、修繕の必要性などを教育委員会で

判断し、財政課に予算要求を行うことで修繕は行

われてきたが、今後は、中長期的な観点から施設

管理を所管する組織を設け、全庁的な体制で施設

の維持管理を行うべきである。 

 

 

④ 維持管理に必要な情報の整備 

現在、学校施設の維持管理に関する主な情報

は、公立学校施設台帳に記載されている。しか

し、公立学校施設台帳は、面積など物量情報が中

心で、金額情報は記載されていない。 

まずはアセットマネジメントの観点から、マネ

ジメントに必要となる情報をリストアップし、次

に、これらの情報の整備を行う必要がある。 

 

 

⑤ アセットマネジメントの観点からの点検の実

施 

施設管理にアセットマネジメントの考え方を導

入するためには、先に説明した物量情報、金額情

報のほか、施設の利用状況や修繕箇所など施設の

現況について正しく把握し、データ化することが

必要である。 

アセットマネジメントの考え方を導入するため

には、施設の長寿命化に着目した点検を実施し、

施設管理計画の策定などに活用する必要がある。

 

 

アセットマネジメントの観点か

らの維持管理体制については，全

庁的なマネジメントサイクルの導

入に向けた体制の整備などに基づ

き，検討してまいります。 

（教育委員会総務課） 

 

 

 

 

 

アセットマネジメントに必要と

なる情報の整備については，平成

21年度から整備を行ってまいりま

す。 

（教育委員会総務課） 

 

 

 

 

 

 

現在，小中学校施設で消防法や建

築基準法などによる法定点検など，

随時自主点検・調査を行っておりま

すが，安全性に重点を置いた点検に

加え，施設の長寿命化に着目した点

検項目の追加等も検討してまいりま

す。 

（教育委員会総務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                              部局等名   教育委員会  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

  62 

 

 

 

 

 

 

 

 

62 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62 

⑥ 劣化予測の実施 

維持管理計画を策定するためには、学校施設の

状況に関するデータを整備し、劣化予測の精度向

上を図ることが効果的である。 

劣化傾向を把握することで、劣化予測がある程

度可能となり、維持管理計画の精度も向上するこ

とになる。 

 

 

⑦ 予防保全体制の構築 

施設の劣化予測、健全度評価を継続的、定期的

に行っていくためには、施設に対する点検プロセ

スをマニュアル化し、作業の標準化を図ることが

有効である。現在行われている目視による定期点

検は、教育委員会にて専門性を有する非常勤職員

が自らの経験と裁量でもって実施しているが、今

後は劣化予測、健全度評価を属人的ではなく、組

織的に行っていく必要がある。そのためには、点

検項目、作業手順等を標準化、マニュアル化し同

一の水準により、点検作業を組織的に実施できる

体制を整える必要がある。 

 

 

⑧ 法定点検結果にしたがった修繕の実施 

平成19年に実施された法定点検の結果、D評価と

なったものについて、現時点で修繕が未実施となっ

ている箇所が多く存在する。D評価は補修、修繕を

必要とする箇所であり、早急に修繕を実施すべきで

ある。また、仮に、予算等から緊急の修繕が困難な

場合には、修繕を行わないまでも安全性が損なわれ

ないように最低限の措置が必要である。さらに、D

評価の箇所については、今後の対応方法を明確にす

るとともに、修繕の未実施、修繕の終了といった顛

末を明らかにすべきである。 

 

劣化予測の実施につきましては，

その劣化予測に必要な学校施設のデ

ータを検討して，整備してまいりま

す。 

（教育委員会総務課） 

 

 

 

予防保全体制の構築につきまして

は，点検項目，作業手順等をマニ

ュアル化し同一の水準により，組

織的に点検作業が実施できる体制

を検討してまいります。 

（教育委員会総務課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成19年度に実施した，建築基準

法に基づく点検結果でＤ評価の298

項目については，早急に修繕計画を

たて，優先度に基づき順次措置する

とともに，顛末を明確にしてまいり

ます。 

なお，措置を講ずるまでの間の安

全性には十分配慮してまいります。

（教育委員会総務課） 

 

指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果と

意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                                部局等名  下水道部  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

86 

 

 

３．下水道施設 

(9) 下水道施設に関する監査の結果 

①維持管理方針の決定 

管渠のライフサイクルコストの削減、長寿命化

に向けた基本方針として、維持管理方針の策定が

必要である。今後、管渠の老朽化が進むことを考

えると、対症療法的な対応方法から、ライフサイ

クルコストの削減や管渠の長寿命化を意図した予

防保全的な点検や修繕の実施に、考え方を転換す

る必要がある。そのためにも、ライフサイクルコ

ストの削減や長寿命化に向けた基本方針となる維

持管理方針の決定が必要である。 

維持管理方針では、管渠に求められる機能と最

少の経費でその機能を維持するための方策が示さ

れる必要がある。管渠に求められる機能について

は、まず管渠の機能をどの程度の水準で維持する

のかを定める必要がある。また、経費について

も、管理水準を確保するための単年度の修繕費だ

けでなく、ライフサイクルコストや更新費用も含

めた全体費用（トータルコスト）の最少化を検討

する必要がある。このように維持管理方針とし

て、市が行う管理水準とトータルコストの最少化

のための方策を示す必要がある。 

  

 

 

今後，管渠の老朽化が進むことは

必至の状況であり，その機能を継続

的に維持していくためにも，ライフ

サイクルコストの削減や長寿命化を

意識した下水道施設の維持管理方針

の策定に向けて検討してまいりま

す。 

（施設管理課，業務課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                                部局等名  下水道部  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②維持管理計画の策定 

維持管理方針の実施に向けて維持管理計画の策

定が必要となる。維持管理計画としては、具体

的な維持管理に関する中長期計画、年度計画及

び修繕計画の策定が必要となる。 

 

 

 

 

 

③維持管理計画の評価とマネジメントサイクル 

管渠の維持管理は、維持管理方針、維持管理

計画にしたがって、管渠のライフラインとしての

機能の維持とトータルコストの削減に向けた取組

みが進められることになる。そこで、実際に維持

管理方針や維持管理計画にしたがって管渠の維持

管理が行われているかどうかの評価が必要とな

る。評価では大規模修繕や修繕、点検の実施状況

のほか、トータルコストの削減状況についての評

価も必要である。さらに、評価の結果を受け、必

要に応じて維持管理計画を見直すなど、マネジメ

ントサイクルを機能させることが重要である。今

後は管渠の維持管理においても、マネジメントサ

イクルを機能させるなど、マネジメントの考え方

を導入すべきである。 

  

下水道施設の適切な機能維持のた

めにも，方針策定とともに，具体的

な維持管理計画の策定に向けて検討

してまいります。 

（施設管理課）

 

 

 

 

 

今後，下水道施設の維持管理方針

及び維持管理計画の策定検討に合わ

せて，計画評価及びマネジメントサ

イクルの考え方の導入について検討

してまいります。 

（業務課，施設管理課）

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                                部局等名  下水道部  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④維持管理に係る経費の最少化の検討 

現在、維持管理は、おおよそ前年度と同額の予

算のもとで行われており、そのため管渠の老朽化

に伴う不具合の増加に対応した修繕が行われてい

るとは言い難い。しかし、一方で、市の財政状況

を鑑みると今後も維持管理に必要な所要額を確保

することが難しい状況にある。そこで、維持管理

に要する費用の平準化とライフサイクルコストの

削減に向けた取組みが必要となる。 

トータルコストの削減に向けては、設定した管

理水準を達成するために今後、必要となる更新、

大規模修繕及び修繕のための費用を見積もり、財

務シミュレーションを繰り返すことで、どのよう

に施設の維持管理を行うことが、最もトータルコ

ストを最少化できるのかを検討することが必要で

ある。 

なお、より精緻な財務シミュレーションを行

うためには、財務シミュレーションの前提とな

る劣化予測などの条件を求める必要がある。そ

のため、劣化予測などを行う上で必要となる情

報の整備などが今後は必要となる。 

  

限られた財源で維持管理していく

ために，費用の平準化や財務シュミ

レーションによるライフサイクルコ

ストの比較検討を行うなど，今後，

維持管理計画の策定にあたり，トー

タルコストの最少化についても検討

してまいります。 

（業務課）

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                                部局等名  下水道部  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤維持管理体制の見直しと委託化の検討 

管渠の維持管理だけではなく、水路の清掃や草

刈りといった水路の維持管理も担当しているた

め、常時、管渠の点検や補修などの維持管理に携

わることができない状況にある。このことが、対

症療法的な対応となっている一因と考えられる。

また、管渠の維持管理に係わる職員には、高度な

専門的技術と経験が求められるが、職員の採用が

抑制されている現状から、今後は技術継承が困難

になることも予想される。そこで、長期的な視野

を持って管渠の維持管理体制の充実を検討する必

要がある。 

費用削減については維持管理に要するトータル

コスト削減の観点から検討すべきである。 

そこで、維持管理体制の充実とトータルコスト

の削減に対応するため、管渠の維持管理業務の外

部委託を検討することが有効である。外部委託に

より、職員が持つ技術、能力を最大限に活用し効

果的な維持管理を実施することで管理水準の維持

とともにトータルコストの削減も可能になるもの

と考えられる。 

維持管理業務の外部委託化に向けては、リスク

の負担（市と委託先とのリスクの負担関係）や

効率化の効果などについて、十分に検討を行っ

たうえで判断する必要がある。 

 

 

 

  

限られた職員数及び財源のなか

で，効果的に維持管理ができるよう

に，外部委託化によるリスクの検討

も含め，効率的な維持管理体制につ

いて検討してまいります。 

（施設管理課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                                部局等名  下水道部  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥維持管理に必要な情報の整備 

ライフサイクルコストを含めたトータルコスト

の削減に向けた維持管理計画を策定するために

は、管渠の設計記録、点検結果や過去の修繕履歴

などのデータの整備が必要である。現状では、こ

れらのデータが整備されておらず、今後、点検結

果などのデータを把握し整備することが必要であ

る。データの整備に向けては、整備するデータの

範囲とこれらのデータをどのように整備するのか

を明確にすることが必要である。また、データの

整備には一定期間を要するものと思われるので、

データ整備に向けたスケジュールの立案も必要と

なる。 

また、データの整備が進めば劣化予測なども可

能になると考えられ、計画的な大規模修繕の実施

など計画的な管渠の維持管理が可能となる。 

管渠の維持管理に視点をあてたマネジメントを

行う上で、現在のデータの整備では不十分であ

る。マネジメントに必要不可欠なデータの範囲を

検討し、データの整備を進める必要がある。 

 

 

  

管渠等のライフサイクルコストの

算定や劣化予測をするためには，過

去の点検及び修繕履歴等の把握の必

要性を認識しておりますが，これま

で建設した下水道資産の量が膨大で

あることから，今後，データ整備ス

ケジュールを含め，維持管理に必要

なデータの整備を検討してまいりま

す。 

（施設管理課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                                部局等名  下水道部  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦劣化傾向の把握 

維持管理計画を策定するためには、管渠の状況

に関するデータを整備し、劣化予測の精度向上を

図ることが効果的である。管渠の劣化予測のため

には、劣化モデルの予測式を理論的に導き出すこ

とは困難であるため、まずは管渠の劣化傾向の把

握から着手することが現実的である。 

現状のように、重度の損傷が発見された時点で

その損傷箇所の修繕を実施する対症療法的な対応

ではなく、今後は将来的に損傷が予想される箇所

に対して、中長期的な視点に基づいた処置を施す

予防保全的な維持管理を実施するためには、管渠

のどの部分にどのような損傷がいつごろ生じるお

それがあるのかといった劣化傾向を把握しておく

必要がある。 

 

 

 

 

  

将来の管渠劣化を確実に予測する

ことまでは困難ですが，今後，管渠

の現況を調査することなどにより，

劣化傾向の把握について，検討して

まいります。 

（施設管理課，業務課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                                部局等名  下水道部  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

90 

 

 

 

 

 

 

 

⑧受益者負担の検討 

損益計算書の推移からもわかるとおり、現在の

経営状況では純損失の解消が困難な状況である。

また、管渠の老朽化に伴い、今後、維持管理費用

の増加が予想される。したがって、計画的に大規

模修繕を行うことで、ライフサイクルコストを削

減するとともに修繕費の平準化に取り組むことが

必要不可欠である。 

管渠の老朽化に伴い分流式下水道の汚水に関

する資本費及び維持管理費も増加することが予

想されることから、将来世代へ負担を先送りし

ないためにも下水道料金の検討が必要となる。

そこで、下水道料金の検討にあたっては、分流

式下水道の汚水に関する資本費と維持管理費に

ついて、修繕費のほかライフサイクルコストや

更新に係る経費など、今後、発生が予想される

トータルコストを基礎に検討することが必要と

なる。また、今後、市としてトータルコストを

どのように削減するのかといった方針を示すこ

とが、下水道料金の検討を行ううえでの前提と

なる。 

 

 

 

今後，増加が予想される維持管理

費等が下水道の経営に影響を与える

ことから，下水道使用料など受益者

への負担については，景気等社会的

情勢も考慮して慎重に検討してまい

ります。 

（業務課）

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

            部局等名 市長公室，総務部，財政部，建設部，下水道部，教育委員会 

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

  

  91 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92 

4.  施設管理の全体に関する監査の結果 

(1) 全庁的な視点にたった施設管理方針の策定 
今後、財政状況が厳しさを増すなか、施設管理

は、全庁的な指針の下、施設間の優先順位にも考

慮しながら、効率的、効果的に施設の管理を行っ

ていく必要がある。そのためには、全庁的な施設

管理の方針を示した施設管理方針を策定すること

が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

(2) 施設管理に係る中長期計画の策定 
将来にわたって、各年度の維持管理費や更新費

用など施設関連費用が、どのように発生するか

を、財務シミュレーションなども用いて予想する

とともに、費用の縮減と平準化のための方策を検

討したうえで、施設の維持管理に関する中長期計

画を策定する必要がある。施設の老朽化に対応す

るためには、計画的、戦略的な施設関連費用の縮

減と平準化を検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全庁的な施設管理の方針を策定

することは，公共施設のライフサ

イクルコストの削減や施設更新に

係る支出の平準化等を図る上で有

効であると考えられることから，

方針の策定に向けて検討してまい

ります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道

部業務課） 

 

 

 

(1)における方針策定ととも

に，施設の維持管理に関する中長

期計画の策定に向けて検討してま

いります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道

部業務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

            部局等名 市長公室，総務部，財政部，建設部，下水道部，教育委員会 

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

   

92 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92 

 

(3) マネジメントサイクルの導入 
施設毎に、毎年度、あらかじめ、どのような水

準のサービスを維持するか、また、そのためにど

の程度の費用の発生を見込むのかといった、サー

ビス水準と費用について事前に目標設定を行い、

事後的に目標の達成状況を評価し、目標が未達成

の場合には改善を進めるといった目標管理の手法

を導入すべきである。 

 

 

 

(4) 固定資産台帳の整備 
現在、全国の自治体で、公会計制度改革が推進

されている。今回の公会計制度改革では、資産、

債務管理の充実のために固定資産台帳の整備が求

められており、盛岡市としても早急に、固定資産

台帳の整備に取り組むべきである。施設の管理に

ついて、マネジメントの発想が欠如している理由

として、施設に関する財務情報の不足が挙げられ

る。現在の官庁会計では、施設の取得価額や減価

償却費を含めた維持管理費を把握することができ

ず、そのことが、施設のマネジメントを行う上で

の大きな障害となっている。 

固定資産台帳の整備を進めるにあたっては、財

政課など財務情報を所管する部署のほか、実際に

施設の維持管理を行っている部署も含めたプロジ

ェクトチームを編成し、施設の維持管理に利用可

能な台帳を整備する必要がある。 

 

 

 

公の施設の管理について，マネ

ジメントサイクルの導入に向け，

具体的な評価スキーム等について

検討してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道

部業務課） 

 

 

 

 

公会計の整備については、Ｈ20年

度決算から財務書類を作成する予定

としている。その中で全庁的な取り

組みが必要となるので，その進め方

について検討してまいります。 

（財政課）

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

            部局等名 市長公室，総務部，財政部，建設部，下水道部，教育委員会 

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

   

93 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

93 

 

(5) 施設に関する情報の整備 
施設管理にマネジメントの考え方を導入するた

めには、固定資産台帳の整備による財務情報の整

備に加えて、施設に関する非財務情報の整備も必

要である。現在、施設の設計、建築方法や過去の

修繕の状況などの非財務情報の多くは、電子デー

タ化されていない状態で各課が保管しているが、

電子データとしてデータベース化した上で、一元

管理することが必要である。 

(6) 施設の長寿命化によるライフサイクルコスト
縮減に向けた取組み 

現在、盛岡市の施設管理は、不具合の箇所に対

症療法的な手法で対応しているが、今後は、施設

の長寿命化を図ることが必要である。老朽化が進

んだ施設に対して大規模修繕を行い長寿命化を図

ることで、将来の修繕費などの維持管理費を削減

するとともに、更新費用の発生を繰り延べること

で、施設のライフサイクルコストの縮減が可能で

ある。施設毎に、どのように大規模修繕を行うこ

とがライフサイクルコストの最少化に効果的なの

かの検証を行う必要がある。 

 

 

 固定資産台帳を整備する過程で、

施設管理に伴う建築方法や過去の修

繕の状況などの情報の集約方法等に

ついても、所管各課と協議し検討し

てまいります。 

（財政課）

 

 

 

 

 

 

 

全庁的な視点に立った施設管理方

針，施設管理に係る中長期計画の策

定とともに，施設ごとに効果的なラ

イフサイクルコストの縮減に向け

て，検討してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道

部業務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

            部局等名 市長公室，総務部，財政部，建設部，下水道部，教育委員会 

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

  93 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 93 

(7) PFI など新たな手法の検討 
今後、経済成長が見込めず財政状況が厳しさを

増すなか、自治体においても、資産を持たない経

営を志向することも重要である。全庁的に資産を

スリム化することは、負債の削減にもつながるこ

とになる。バブル経済の破たんで財務体質が悪化

した民間企業の多くでも資産のスリム化が進めら

れた。資産のスリム化に向けた具体的な手法とし

ては、民間施設を活用やPFI手法の導入などが考

えられる。神奈川県などでは、一定規模以上の投

資は、すべてPFI手法の導入可能性が検討される

こととなっているが、盛岡市においても、資産の

スリム化に効果的なこれらの手法については、積

極的に導入することが求められる。 

(8) 規定の整備と「市有建築物保全計画実施要
綱」の見直し 

盛岡市では、施設管理に関する規則として、「

市有建築物保全計画実施要綱」（以下、「要

綱」）が設けられている。第2 監査の結果 １．

共通事項 (5)盛岡市の施設管理の現状で指摘し

たとおり、「要綱」が対象とする建築物には、庁

舎や市営住宅などは含むが、その一方で、学校（

市立高校は除く）や下水道部管理施設は対象外と

されている。そのため、「要綱」において対象外

とされた建築物については、施設管理に関する規

定が整備されていないのが現状である。したがっ

て、「要綱」で対象外とされている施設について

も、先に説明した施設管理方針にしたがった規定

の整備が必要である。また、現在の「要綱」につ

いても施設管理方針に沿った見直しが必要であ

る。 

 

 財政状況が厳しさを増し，多額の

社会資本の更新費用の確保が困難と

なっていく中，民間施設の活用やＰ

ＦＩ手法による社会資本の整備は，

資金調達や資産所有に係るリスクを

民間業者が受け持つことで，市の財

政負担の軽減や資産のスリム化につ

ながるものであり，効果的で効率的

な公的サービスを提供するうえで有

効な手段であることから，平成17年

に策定した「盛岡市ＰＦＩ導入基本

方針」等に基づき，適切な事業につ

いて導入を検討してまいります。 

      （行財政改革推進課）

 

 

 

 

指摘のありました対象建築物など

の拡大等，施設管理方針の全庁的検

討結果に合わせた要綱の見直しを検

討してまいります。 

（建築住宅課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

            部局等名 市長公室，総務部，財政部，建設部，下水道部，教育委員会 

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

  94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 94 

 

(9) 施設の点検、評価の充実 
施設の安全性を継続的に維持するためには、不

具合の箇所を発見し、これに対症療法的に対応す

るだけでなく、予防保全的な観点から施設の点

検、評価を行うことが必要である。また、予防保

全的な点検、評価により、施設の長寿命化につな

げることも可能である。現在行われている安全性

に重点を置いた点検、評価に加えて、予防保全的

な観点からの点検、評価についても点検項目とし

て加えるべきである。 

 

 

 

(10) 安全点検の実施とその対応 
今回の包括外部監査において、具体的な検証の

対象とした小中学校施設及び下水道施設では、い

ずれにおいても点検の結果、施設に問題があると

されたにも関わらず、修繕などの措置が行われて

いないものが発見された。点検の結果、問題があ

ると指摘された箇所は、いずれも市民の安全性に

被害が及ぶ可能性を含んでいる。指摘箇所につい

ては、安全上、問題が生じないように早急に措置

を講ずる必要がある。 

また、小中学校施設及び下水道施設以外にも、

点検の結果、問題点が指摘されているにも関わら

ず、措置が行われていないものが、ないかどうか

を確認し、措置が行われていないものがあれば、

早急に措置を講ずる必要がある。 

 

 

 

現在，各施設で，消防法や建築基

準法などによる法定点検など，随時

点検，調査を行っておりますが，安

全性に重点を置いた点検，評価に加

え，予防保全的な観点からの点検項

目の追加等も検討してまいります。

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道

部業務課） 

 

 

 

 

小中学校施設及び下水道施設で指

摘された事項につきましては，修繕

計画を立て，早期に措置します。 

また，それ以外において，点検結

果の措置状況を確認するとともに，

措置が行われていないものがある場

合は，適切に措置してまいります。

なお，措置を講ずるまでの間の安

全性には十分配慮してまいります。

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道

部業務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

            部局等名 市長公室，総務部，財政部，建設部，下水道部，教育委員会 

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

  94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 95 

(11) 建設当初におけるライフサイクルコストを
考慮した建設 

施設の長寿命化を図り、ライフサイクルコスト

の縮減を進めるためには、建設時からライフサイ

クルコストの縮減を考慮した設計、建設を行うこ

とが重要である。 

施設の建設にあたっては、設計、建設時にライ

フサイクルコストの縮減への考慮が十分になされ

ているかどうかをチェックする仕組みを導入すべ

きである。 

 

 

 

 

 

(12) 耐用年数の設定 
施設管理に係る中長期計画を策定するために

は、施設毎の耐用年数を設定することが必要であ

る。既存の施設について耐用年数の設定を行うと

ともに、現時点での経過年数を把握する必要があ

る。また、新たに建設する施設についても、耐用

年数を設定し、施設の中長期の管理に役立てるべ

きである。 

 

 

 

 

(13) 施設管理体制の充実 
施設管理方針の策定に伴い、全庁的に統一した

方針のもと施設管理を行っていくことに対応し、

施設管理体制の充実が必要である。管財課や建築

住宅課といった施設管理に直接関連する部署や財

政課など財務情報に係る部署が連携し、施設を資

産としてマネジメントできる体制を構築する必要

がある。 

 

 

 

これまでも，施設の建設にあたっ

ては，設計，建設時に事業費の縮減

やランニングコストについて考慮し

てまいりましたが，今後は，ライフ

サイクルコストの縮減と縮減への考

慮が十分なされているかチェックす

る仕組みの導入について検討してま

いります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道

部業務課） 

 

 

 

施設の新設，改修，中長期計画の

策定などを行う際には，その施設の

構造，用途にあった耐用年数の設定

を行い，施設の中長期的な施設管理

計画の策定に役立ててまいります。

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道

部業務課） 

 

 

 

 

アセットマネジメントに関する市

の対応について検討を進めながら，

体制の整備のあり方についても検討

してまいります。 

（行財政改革推進課，職員課，財

政課，建築住宅課，教育委員会

総務課，下水道部業務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（意見分） 

  

               部局等名 市長公室，総務部，財政部，会計課，監査委員事務局  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

 

105 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

105 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

105 

２ 公金の不適切な処理について 

(4) 監査の意見 

④ 再発防止のための方策 

(ｱ)法令順守（コンプライアンス）の徹底 

(a)今回の事件に関する職員への周知 

今回の不適切な処理は合規性の観点からも

重大な問題であることを、職員研修等をとお

して職員全員が認識を徹底する必要がある。

 

(b)法令順守に向けた基本方針の策定 

  法令順守に関する基本方針の策定が必要で 

ある。基本方針では法令順守の重要性を改め 

て明確にするとともに、職員に求められる倫 

理基準を示し、さらに法令順守に向けた具体 

的な取り組み方策を示す必要がある。また、 

基本方針では、法令等に違反した場合、市と 

して厳しい対応で臨むことを明らかにすべき 

である。 

 

(c)職員の意識改革と職員研修の実施 

法令順守の重要性について、その意識を職 

員に徹底するため、職員研修等の実施が必要 

である。なお、当該職員研修は、継続的に実 

施することが必要であり、また、新たに採用

された職員や、管理職への昇格時などは特に

必要である。 

        

 

 

平成21年度から管理職を対象に公

金の適正な取扱いを始めとした法令

順守の意識を徹底するための研修を

実施します。また，各職階別の研修

においても法令順守の徹底に関する

研修を取り入れるとともに，現行の

庶務担当者研修の充実を図ってまい

ります。職場においては，管理職が

中心となって職場研修を実施するこ

とにより，公金の経理事務の適正な

執行に対する意識改革を進めてまい

ります。          (職員課)

 

 職員の法令順守の推進体制に関す

る条例を制定し，職員を始め，市民

及び業者等へも市の取り組み姿勢を

明確にいたします。この条例に基づ

き法令順守に関する方針を定め職員

の行動規範の確立を図るほか，庁内

委員会の設置などチェックが機能す

る体制の整備を平成21年度内の施行

を目指し取り組んでまいります。ま

た，法令違反を行った職員に対する

市の厳しい姿勢についても併せて明

確にしてまいります。（職員課） 

 

前述(ａ)の対応策として実施する

職員研修につきましては，平成21年

度から全管理職員を対象として実施

するほか，新採用職員や係長級昇任

者を対象とした研修をはじめとし

て，広い年齢層の職員を対象に継続

して実施してまいります。(職員課)

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（意見分） 

 

               部局等名 市長公室，総務部，財政部，会計課，監査委員事務局  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

106 

 

 

 

 

 

106 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ)内部統制の整備 

(a)内部統制に関する評価の実施 

不適切な処理の発生を防ぐといった観点から、

現在の内部統制に問題点（弱点）がないかどう

か，内部統制の評価を行うことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

(b)発注残の認識 

課長の承認の後，発注を行ったものについて

は，発注残リストを作成し、納品の都度，発注残

リストの消し込みを行う必要がある。このことに

より、発注と納品の同一の確認や差替え、年度越

え等の防止が可能となる。 

 

 

 

 

(c)発注者と検収者の区分 

現在，発注者と検収者は同一の者であるが，両

者は別の者が行うべきである。 

     

 

 

(d)納品時のチェック体制 

消耗品や備品など，現品の納品時に，検収者は

現品と納品書の突合を行い、その一致を確かめ，

納品書に検収印を押印する必要がある。その納品

書は一定期間保管する必要がある。 

 

 

 

 

 

 公金の適正な執行など管理職を含

めた職員の法令順守に対する意識の

問題，各職場における職場研修実施

の問題，予算を使い切るのではなく

最小の経費で最大の効果を上げると

いう基本原則の徹底の問題等がある

と考えられることから，内部規程の

整備や各種研修の実施などを検討し

てまいります。 （財政課） 

 

 

 現行の事務処理で対応してまいり

ます。物品購入は，原則として財務

会計システムに入力し承認を得た時

点で「支出負担行為」伝票として記

録され納品後請求内容と一致するこ

とを確認の上支払を行っていること

から，なお一層正確な運用を図って

まいります。 

（財政課）

 

 小中学校など事務職員が１名のみ

の所属を除き平成21年度から徹底す

るようにいたします。 

（財政課）

 

納品時に，現品と，納品書及び見

積書と突合を行うこととしますが，

物品の性質上，納品書を徴し難いも

のもありますので，その取扱いや納

品書の保管期間等については，平成

21年度（上半期）に検討します。 

（契約検査課）

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（意見分） 

  

               部局等名 市長公室，総務部，財政部，会計課，監査委員事務局  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

106 

 

 

 

 

 

 

 

107 

 

 

 

 

 

 

 

107 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

107 

  (e)支払時の内部統制 

支払時には，請求書と納品書との突合を行う必

要がある。請求書には，請求の対象となった取引

明細を添付することとし，取引明細と納品書を突

合する必要がある。 

 

 

 

(f)固定資産台帳の整備 

自治体では公会計制度改革が進められており、

盛岡市においても、固定資産台帳を整備すること

が急務である。 

(g)実査の実施 

 情報セキュリティーの観点からも，一定の時点

で、固定資産台帳と現物との突合を行う必要があ

る。具体的には、パソコン等の固定資産には、購

入時に固定資産番号が記されたシールを添付し、

一定の時点毎(通常は、年度末の１回か、９月末と

の年２回程度)に固定資産台帳に記入された固定資

産番号を基に、台帳と現物との一致を確認すべき

である。実際の一致の確認は各課で行い、確認の

結果を会計課に報告する方法が考えられる。ま

た、会計課としても、いくつかの部署を選び、実

際に実査を実施することが、効率的で効果的であ

る。 

(h)確認の実施 

年度末など一定の時点で取引先に対して債権、

債務残高の確認を行うことにより預け金等の発生

を防ぐことができる。 

 

 

 現行の請求書では，明細を明らか

にして確認を行っていますが，今後

は検査が有効に機能していくように

見直しを行い，不正防止に努めてま

いります。 

         （契約検査課）

 

 公会計の整備については，Ｈ20年

度決算から財務書類を作成する予定

としている。その中で全庁的な取り

組みが必要となるので，その進め方

について検討してまいります。 

（財政課）

 

  

今後、備品台帳と現物との突合の

方法について検討してまいります。

 各課の課長等は、会計課が出力し

た当該年度に購入した備品一覧表に

基づき、現品を突合のうえ会計管理

者へ報告するものとします。 

 会計管理者は、各課長等からの報

告結果を受けて、その中から抽出し

て備品台帳と現品の突合をするもの

とします。  

（会計課）

 

 

 

物品等の取引業者に対して、時期

を定めて債権、債務残高の確認を行

うことは一つの手段と考えるので、

今後、有効性等その手法について検

討してまいります。  （財政課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（意見分） 

  

               部局等名 市長公室，総務部，財政部，会計課，監査委員事務局  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

108 

 

 

 

 

 

 

 

 

108 

 

 

 

 

 

 

 

108 

(ｳ) ガバナンスの整備 

(a)あるべきガバナンスについての検討 

今回の公金の不適切な処理を契機に、現在の

ガバナンスが、適切な会計処理を行うために実

質的に機能するものとなっているかどうかを、

改めて、検討する必要がある。 

 

(b)首長の役割の明確化  

首長は決算書が正しく作成されていることを議

会に言明すべきであり、そのことが監査の充実と

内部統制の整備につながることになる。 

 

 

 

 

(c)監査実施体制の整備 

監査委員監査において、これまで公金の不適

切な処理が見逃されてきたことの責任は重大で

ある。監査の独立性を高めるための方策を検討

すべきであり、具体的には、監査委員監査につ

いて外部の協力を仰ぐことや監査委員事務局の

スタッフに市の職員以外の者を加えることが考

えられる。 

 

 

 

 

        

適切な会計処理を実現するため，

市のガバナンスがチェックアンドバ

ランスの機能を十分に果たし，透明

性、健全性、遵法性の確保と市民へ

の説明責任を果たせるよう，それぞ

れの役割を再確認してまいります。

           （職員課）

 

  

 

財政健全化法が施行され、各会計

を連結で処理し財政指標を示すな

ど、より決算調書の重要度が増す中

で監査を含めた関係機関を含め、そ

の取り組みについて検討してまいり

ます。        （財政課）

 

  

不適切な経理処理を防ぐための監

査方法の見直しに併せ，その権限や

独立性を高めるために必要な監査委

員及び監査委員事務局体制の見直し

を検討してまいります。 

（職員課，監査委員事務局監査課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（意見分） 

  

               部局等名 市長公室，総務部，財政部，会計課，監査委員事務局  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

109 

 

 

 

 

 

 

 

 

109 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d)課長の責任の明確化 

今回の公金の不適切な処理について、ある程

度認識していたとする者から、全くその事実を

知らなかったとする者まで様々であった。公金

の不適切な処理を許さないことはもちろんのこ

と、今回を契機に、課長に対して、改めて組織

の責任者として、課長の管理責任を明確にすべ

きである。 

 

(e)外部の活用 

今回の内部調査については、その調査の実施

そのものは職員によって行われたものであり、

外部委員の利用方法には見直すべき点がある。

今後、仮に、類似の事件が発生した場合には、

個別外部監査を活用するなど、調査そのものに

も外部の視点を加えるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 所属長としての課長職の責任が重

大であることは明らかであり，その

管理者責任を厳密に果たせるよう研

修等を活用し徹底してまいります。

           （職員課）

 

 

 

 

今回の調査は，関係職員からの

聞き取りや，関係課が保存してい

る書類と業者の帳簿との突合作業

により事実関係の確認を行ったも

のであり，調査が比較的容易で専

門性が要求されるものでなかった

ことから，職員による調査を行っ

た後，調査結果の確認と検証を外

部の委員にお願いし，結果に客観

性を持たせたものであります。 

 今後，仮に類似の事案が生じ，

調査に専門的知識が求められる場

合においては，個別外部監査を導

入する等，事案の内容に応じて適

切な対応を行ってまいります。  

      （行財政改革推進課）

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（意見分） 

  

               部局等名 市長公室，総務部，財政部，会計課，監査委員事務局  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

110 

 

 

 

 

 

 

 

 

110 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

111 

(ｴ) 透明性の確保 

(a)報告制度の整備 

今後、仮に、預け金や年度越えといった特

殊なケースが生じた場合、担当者は速やかに

課長に報告し、改善に向けた指示を仰ぐべき

である。そのためには、担当者から課長に、

定期的（例えば、月末や四半期毎）に会計処

理の状況を報告する制度を構築すべきであ

る。 

 

(b)仮決算の実施 

  ３月末の決算に先立ち、各課において未払金、

前払金を把握し、その結果を財政課に報告し、財

政課の指導のもと，前払金については業者から現

金の回収，未払金については支払いや繰越の処理

を行うべきである。 

 

 

(c)会計制度の整備 

今回の公会計制度改革を契機に、速やかに固定

資産台帳など資産、債務に関する情報を整備し、

また複式簿記の導入に向けても迅速に取り組む必

要がある。 

 

 

所属単位で，管理者である課長等

に対し，定期的に会計経理状況を報

告する制度について検討してまいり

ます。    （職員課，財政課）

 

 

 

 

 

 現行では、一定時期を経過した未

払金については各課での認知度が低

いところもあることから、年度末前

に決算見込額調書を提出するなど連

携した取り組みについて検討してま

いります。              

           （財政課）

 

 

 

 本市においてもＨ20年度決算から

公会計制度改革に取り組み財務書類

を作成する予定となっていることか

ら、その手法について、検討してま

いります。             

（財政課）

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 



 

「平成 20 年度包括外部監査結果等に対する措置計画」における用語解説 

 

【アセットマネジメント】 

   公有財産を資産としてとらえ，中長期的な状態を予測すると同時に，設計か

ら除却，廃棄までの一連の費用の全てを把握した上で，計画的にライフサイク

ルコストを最小化し，維持管理費用の平準化を目指すことをいいます。 

 

【ライフサイクルコスト】 

   費用を調達，使用，廃棄の段階をトータルして考えたもので，生涯費用とも

呼ばれます。 

施設の場合は，企画設計費，建設費，運用管理費から廃棄処分費にわたる施

設の生涯に必要な全てのコストのことをいいます。 

 

【マネジメントサイクル】 

   目標を設定して計画を策定（PLAN）⇒計画に基づいた事業等の実施（DO）⇒

状況把握，評価及び分析（CHECK）の循環を繰り返しながら，次の計画，予算

などに反映させることをいいます。 

 

【ガバナンス】 

   もともと企業において株主などが経営者の行動を規律する仕組みとして議

論されるようになったもので，経営の健全化を高め，法令遵守体制の確立を促

して，企業に不測の損害を与えるような行為がなされるのを防止することを目

的としています。自治体においては，行政，議会及び住民が相互の役割と責任

のもと，緊張関係を保ちながら監視する機能のことを指します。 

 

【内部統制】 

   企業などの内部において、違法行為や不正、ミスやエラーなどが行われるこ

となく、組織が健全かつ有効・効率的に運営されるよう各業務で所定の基準や

手続きを定め、それに基づいて管理・監視・保証を行うことをいいます。 

 

【コンプライアンス（法令順守）】 

   企業における法令違反を防ぐという観点から使われるようになった言葉で，

法律や規則などの基本的ルールに従って活動を行うことをいいます。 

 


